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(57)【要約】
【課題】本発明は、低コストで適切な運転支援を行うこ
とが可能な運転支援装置および運転支援方法を提供する
ことを目的とする。
【解決手段】本発明による運転支援装置は、自車両が走
行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速
度、平均車頭時間、平均車間距離、および交通密度を含
む統計交通情報を取得する通信部４０と、通信部４０で
取得された統計交通情報に基づいて、自車両の走行を自
動で制御する自動運転モード、または自車両の走行を運
転者が手動で制御する手動運転モードのいずれの運転モ
ードで自車両の走行を制御するのかを判断し、自車両が
自動運転モードで走行する際の速度、車間距離、および
車頭時間を含む運転制御パラメータを設定する運転モー
ド判断部４４と、自動運転モードにおいて、運転モード
判断部４４で設定された運転制御パラメータに基づいて
、自車両の走行を制御する車両制御部４６とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両の運転を支援する運転支援装置であって、
　前記自車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速度、平均車頭時
間、平均車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する統計交通情報取得部と
、
　前記統計交通情報取得部で取得された前記統計交通情報に基づいて、前記自車両の走行
を自動で制御する自動運転モード、または前記自車両の走行を運転者が手動で制御する手
動運転モードのいずれの運転モードで前記自車両の走行を制御するのかを判断し、前記自
車両が前記自動運転モードで走行する際の速度、車間距離、および車頭時間を含む運転制
御パラメータを設定する運転モード判断部と、
　前記自動運転モードにおいて、前記運転モード判断部で設定された前記運転制御パラメ
ータに基づいて、前記自車両の走行を制御する車両走行制御部と、
を備える、運転支援装置。
【請求項２】
　前記運転モード判断部は、前記運転制御パラメータに含まれる前記速度として前記統計
交通情報に含まれる前記平均速度を設定し、前記運転制御パラメータに含まれる前記車間
距離として前記統計交通情報に含まれる前記平均車間距離を設定し、前記運転制御パラメ
ータに含まれる前記車頭時間として前記統計交通情報に含まれる前記平均車頭時間を設定
することを特徴とする、請求項１に記載の運転支援装置。
【請求項３】
　前記運転モード判断部は、前記統計交通情報に基づいて、前記自車両が前記道路の本線
への合流または前記道路での車線変更が可能か否かの判断を行い、前記合流または前記車
線変更が不可能であると判断した場合において、前記自車両の走行を前記手動運転モード
で制御すると判断することを特徴とする、請求項１または２に記載の運転支援装置。
【請求項４】
　前記運転モード判断部は、前記自車両の現在の走行位置よりも前方の前記地点における
前記統計交通情報と、前記走行位置よりも後方の前記地点における前記統計交通情報とに
基づいて、前記運転制御パラメータを設定することを特徴とする、請求項１から３のいず
れか１項に記載の運転支援装置。
【請求項５】
　前記統計交通情報は、前記自車両周辺の地点における車両と当該車両の直前を走行する
先行車両との車間距離の分布を含み、
　前記運転モード判断部は、前記平均車間距離と前記車間距離の分布とに基づいて、前記
合流または前記車線変更が可能か否かの判断を行うことを特徴とする、請求項３に記載の
運転支援装置。
【請求項６】
　前記統計交通情報取得部は、複数の時間間隔で平均された前記統計交通情報を取得し、
　前記運転モード判断部は、前記平均された前記統計交通情報に基づいて、前記運転モー
ドの判断および前記運転制御パラメータの設定を行うことを特徴とする、請求項１から５
のいずれか１項に記載の運転支援装置。
【請求項７】
　前記自車両と、当該自車両の周辺に存在する周辺車両との相対距離および相対速度を検
出する周辺検出部をさらに備え、
　前記運転モード判断部は、前記統計交通情報と、前記周辺検出部で検出された前記相対
距離および前記相対速度とに基づいて、前記周辺検出部で検出された前記周辺車両の間に
前記合流する際の前記運転モードの判断および前記運転制御パラメータの設定を行うこと
を特徴とする、請求項３または５に記載の運転支援装置。
【請求項８】
　自車両の運転を支援する運転支援方法であって、
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　（ａ）前記自車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速度、平均
車頭時間、平均車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する工程と、
　（ｂ）前記工程（ａ）で取得された前記統計交通情報に基づいて、前記自車両の走行を
自動で制御する自動運転モード、または前記自車両の走行を運転者が手動で制御する手動
運転モードのいずれの運転モードで前記自車両の走行を制御するのかを判断し、前記自車
両が前記自動運転モードで走行する際の速度、車間距離、および車頭時間を含む運転制御
パラメータを設定する工程と、
　（ｃ）前記自動運転モードにおいて、前記工程（ｂ）で設定された前記運転制御パラメ
ータに基づいて、前記自車両の走行を制御する工程と、
を備える、運転支援方法。
【請求項９】
　前記工程（ｂ）において、前記運転制御パラメータに含まれる前記速度として前記統計
交通情報に含まれる前記平均速度を設定し、前記運転制御パラメータに含まれる前記車間
距離として前記統計交通情報に含まれる前記平均車間距離を設定し、前記運転制御パラメ
ータに含まれる前記車頭時間として前記統計交通情報に含まれる前記平均車頭時間を設定
することを特徴とする、請求項８に記載の運転支援方法。
【請求項１０】
　前記工程（ｂ）において、前記統計交通情報に基づいて、前記自車両が前記道路の本線
への合流または前記道路での車線変更が可能か否かの判断を行い、前記合流または前記車
線変更が不可能であると判断した場合において、前記自車両の走行を前記手動運転モード
で制御すると判断することを特徴とする、請求項８または９に記載の運転支援方法。
【請求項１１】
　前記工程（ｂ）において、前記自車両の現在の走行位置よりも前方の前記地点における
前記統計交通情報と、前記走行位置よりも後方の前記地点における前記統計交通情報とに
基づいて、前記運転制御パラメータを設定することを特徴とする、請求項８から１０のい
ずれか１項に記載の運転支援方法。
【請求項１２】
　前記統計交通情報は、前記自車両周辺の地点における車両と当該車両の直前を走行する
先行車両との車間距離の分布を含み、
　前記工程（ｂ）において、前記平均車間距離と前記車間距離の分布とに基づいて、前記
合流または前記車線変更が可能か否かの判断を行うことを特徴とする、請求項１０に記載
の運転支援方法。
【請求項１３】
　前記工程（ａ）において、複数の時間間隔で平均された前記統計交通情報を取得し、
　前記工程（ｂ）において、前記平均された前記統計交通情報に基づいて、前記運転モー
ドの判断および前記運転制御パラメータの設定を行うことを特徴とする、請求項８から１
２のいずれか１項に記載の運転支援方法。
【請求項１４】
　（ｄ）前記自車両と、当該自車両の周辺に存在する周辺車両との相対距離および相対速
度を検出する工程をさらに備え、
　前記工程（ｂ）において、前記統計交通情報と、前記工程（ｄ）で検出された前記相対
距離および前記相対速度とに基づいて、前記工程（ｄ）で検出された前記周辺車両の間に
前記合流する際の前記運転モードの判断および前記運転制御パラメータの設定を行うこと
を特徴とする、請求項１０または１２に記載の運転支援方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車の運転支援を行う運転支援装置および運転支援方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、自動車に搭載されたカメラまたはミリ波などのセンサを用いて、自律的に衝突を
回避・軽減する衝突回避ブレーキ、または一定速度で走行するアダプティブクルーズコン
トロール（ACC：Adaptive Cruise Control）等の自律型の自動運転システムが普及してき
ている。しかし、自律型の自動運転システムは、センサの検知領域の制約によって、高速
道路における合流または本線走行中の車線変更時に、見通し悪い場所（見通し外）の状況
を検知することができないという問題があった。
【０００３】
　上記の問題を解決するために、従来、高速道路の合流部または交差点等の見通しの悪い
場所において、路側に設置したセンサが、車両に搭載されたセンサでは検知することがで
きない場所の情報（状況）を検知して、検知した情報を無線通信によって車両に伝達する
インフラ連携の車群交通流制御システムが開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また、自動車専用道路における本線交通量および交通密度に基づいて目標速度を算出し
、当該目標速度に基づいて車両の走行を制御する交通制御システムが開示されている（例
えば、特許文献２参照）。
【０００５】
　また、高速道路の合流地点において、本線の交通量に基づいて本線を走行する車両に対
して車線変更または車線維持を案内する運転支援装置が開示されている（例えば、特許文
献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－６８７２２号公報
【特許文献２】特許第５０８３３８８号公報
【特許文献３】特許第５３３８３９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１では、合流する道路側にカメラ等の路側センサを設置して、当該路側センサ
によって本線を走行する各車両の位置および速度等の詳細な情報を通信で取得する必要が
ある。従って、路側に高精度かつ高価なセンサ、および通信エリアが広い通信機の設置が
必要となり、これらのセンサおよび通信機を全ての道路に設置するにはコストがかかるた
め運用上の課題がある。
【０００８】
　特許文献２では、交通容量を増加させるために、本線の交通量および交通密度に基づい
て目標速度または目標車間を算出しているが、スムーズな合流や車線変更を実現する運転
支援には適用することができない。
【０００９】
　特許文献３では、本線の交通量に応じて、本線を走行する車両に対して車線変更または
車線維持の案内を行っているが、本線に合流する車両または車線変更を行う車両に対して
適切な運転支援を行うことができない。
【００１０】
　本発明は、このような問題を解決するためになされたものであり、低コストで適切な運
転支援を行うことが可能な運転支援装置および運転支援方法を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の課題を解決するために、本発明による運転支援装置は、自車両の運転を支援する
運転支援装置であって、自車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均
速度、平均車頭時間、平均車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する統計
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交通情報取得部と、統計交通情報取得部で取得された統計交通情報に基づいて、自車両の
走行を自動で制御する自動運転モード、または自車両の走行を運転者が手動で制御する手
動運転モードのいずれの運転モードで自車両の走行を制御するのかを判断し、自車両が自
動運転モードで走行する際の速度、車間距離、および車頭時間を含む運転制御パラメータ
を設定する運転モード判断部と、自動運転モードにおいて、運転モード判断部で設定され
た運転制御パラメータに基づいて、自車両の走行を制御する車両走行制御部とを備える。
【００１２】
　また、本発明による運転支援方法は、自車両の運転を支援する運転支援方法であって、
（ａ）自車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速度、平均車頭時
間、平均車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する工程と、（ｂ）工程（
ａ）で取得された統計交通情報に基づいて、自車両の走行を自動で制御する自動運転モー
ド、または自車両の走行を運転者が手動で制御する手動運転モードのいずれの運転モード
で自車両の走行を制御するのかを判断し、自車両が自動運転モードで走行する際の速度、
車間距離、および車頭時間を含む運転制御パラメータを設定する工程と、（ｃ）自動運転
モードにおいて、工程（ｂ）で設定された運転制御パラメータに基づいて、自車両の走行
を制御する工程とを備える。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によると、運転支援装置は、自車両の運転を支援する運転支援装置であって、自
車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速度、平均車頭時間、平均
車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する統計交通情報取得部と、統計交
通情報取得部で取得された統計交通情報に基づいて、自車両の走行を自動で制御する自動
運転モード、または自車両の走行を運転者が手動で制御する手動運転モードのいずれの運
転モードで自車両の走行を制御するのかを判断し、自車両が自動運転モードで走行する際
の速度、車間距離、および車頭時間を含む運転制御パラメータを設定する運転モード判断
部と、自動運転モードにおいて、運転モード判断部で設定された運転制御パラメータに基
づいて、自車両の走行を制御する車両走行制御部とを備えるため、低コストで適切な運転
支援を行うことが可能となる。
【００１４】
　また、運転支援方法は、自車両の運転を支援する運転支援方法であって、（ａ）自車両
が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の平均速度、平均車頭時間、平均車間
距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する工程と、（ｂ）工程（ａ）で取得さ
れた統計交通情報に基づいて、自車両の走行を自動で制御する自動運転モード、または自
車両の走行を運転者が手動で制御する手動運転モードのいずれの運転モードで自車両の走
行を制御するのかを判断し、自車両が自動運転モードで走行する際の速度、車間距離、お
よび車頭時間を含む運転制御パラメータを設定する工程と、（ｃ）自動運転モードにおい
て、工程（ｂ）で設定された運転制御パラメータに基づいて、自車両の走行を制御する工
程とを備えるため、低コストで適切な運転支援を行うことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施の形態による運転支援装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図２】本発明の実施の形態による運転支援装置におけるソフトウェア機能に対応するハ
ードウェア構成の一例を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態による車線変更する場合における運転支援装置の動作の一例
を示す図である。
【図４】本発明の実施の形態による自由流の場合における運転支援装置の動作の一例を示
す図である。
【図５】本発明の実施の形態による飽和交通流の場合における運転支援装置の動作の一例
を示す図である。
【図６】本発明の実施の形態による渋滞流の場合における運転支援装置の動作の一例を示
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す図である。
【図７】本発明の実施の形態による中央管理サーバにおける情報処理の一例を示す図であ
る。
【図８】本発明の実施の形態による運転制御パラメータの設定を説明するための図である
。
【図９】本発明の実施の形態による運転制御パラメータの設定を説明するための図である
。
【図１０】本発明の実施の形態による各自動運転モードと速度、車間距離、および車頭時
間との関係の一例を示す図である。
【図１１】本発明の実施の形態による各自動運転モードと相対速度および相対距離との関
係の一例を示す図である。
【図１２】本発明の実施の形態による交通密度と平均速度との関係の一例を示す図である
。
【図１３】本発明の実施の形態による交通量と平均速度との関係の一例を示す図である。
【図１４】本発明の実施の形態による車間距離の分布の一例を示す図である。
【図１５】本発明の実施の形態による車間距離の分布の一例を示す図である。
【図１６】本発明の実施の形態による車間距離の分布の一例を示す図である。
【図１７】本発明の実施の形態による前方および後方の車間距離と車間距離の分布との関
係の一例を示す図である。
【図１８】本発明の実施の形態による合流時に存在する前後の車両との位置関係の一例を
示す図である。
【図１９】本発明の実施の形態による平均車間距離および相対距離を用いて運転モードを
判断する一例を示す図である。
【図２０】本発明の実施の形態による平均速度および相対速度を用いて運転モードを判断
する一例を示す図である。
【図２１】本発明の実施の形態による中央管理サーバの動作の一例を示すフローチャート
である。
【図２２】本発明の実施の形態による運転モード判断部の動作の一例を示すフローチャー
トである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の実施の形態について、図面に基づいて以下に説明する。
【００１７】
　＜実施の形態＞
　＜構成＞
　図１は、本発明の実施の形態による運転支援装置の構成の一例を示すブロック図である
。なお、以下では、同一または対応する機能を有する構成要素には同一の符号を付してい
る。
【００１８】
　図１に示すように、本実施の形態による運転支援装置は、路側センサ１と、中央管理サ
ーバ２と、路側通信機３と、車両４とで構成されるシステムによって実現される。なお、
図１では、路側センサ１、路側通信機３、および車両４の各々が複数設けられている場合
について示しているが、路側センサ１、中央管理サーバ２、路側通信機３、車両４が各々
１つ以上設けられていればよい。
【００１９】
　路側センサ１は、道路を走行する車両の車間時間、速度等の走行車両情報をリアルタイ
ムで検出する。ここで、路側センサ１は、例えば赤外線センサ、電波、感圧センサ等を用
いて、車両の有無、車間時間等を算出するものであり、例えば既存の設備である車両感知
器、ビーコン、ＩＴＳ（Intelligent Transport System）スポット等が挙げられるが、こ
れに限るものではない。また、走行車両情報は、上記の車間時間および速度の他に、車間
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距離、走行車線、車頭時間、車高等を含むが、これに限るものではない。
【００２０】
　路側センサ１は、道路上に一定間隔で設置される。このとき、１つの路側センサ１によ
って全ての車線を走行する車両を検出するようにしてもよく、各車線に路側センサ１を設
置し当該各路側センサ１によって各車線を走行する車両を検出するようにしてもよい。な
お、本実施の形態では、路側センサ１が走行車両情報を検出する場合について説明するが
、これに限るものではない。例えば、路側センサ１が、道路を走行する車両から自発的に
通知される走行車両情報をプローブ情報として取得するようにしてもよい。
【００２１】
　路側センサ１は、車間時間算出部１０と、車両速度算出部１１と、通信部１２とを備え
ている。
【００２２】
　車間時間算出部１０は、路側センサ１の設置地点における車両の存在の有無の検出し、
当該検出結果に基づいて、車両を検出する時間間隔を算出し、または車間距離から車間時
間を算出する。なお、車間時間算出部１０は、車両の存在の有無のみを検出し、中央管理
サーバ２の情報処理部２０で車間時間を算出するようにしてもよい。
【００２３】
　車両速度算出部１１は、路側センサ１の設置地点における車両の存在の有無の検出し、
当該検出結果に基づいて、路側センサ１の設置地点における車両の速度を算出する。
【００２４】
　通信部１２は、車間時間算出部１０で算出された車間時間、および車両速度算出部１１
で算出された速度を含む走行車両情報を中央管理サーバ２に送信する。なお、通信部１２
は、走行車両情報とともに、路側センサ１の識別子、路側センサ１の設置位置、車間時間
および車両の速度を算出した時刻等の情報を中央管理サーバ２に送信するようにしてもよ
い。また、路側センサ１の識別子および設置位置は、中央管理サーバ２が管理していても
よい。
【００２５】
　車間時間算出部１０および車両速度算出部１１は、リアルタイムで算出した車間時間お
よび車両速度の情報を、算出した時刻とともに管理し、予め定められた時間内における分
布として管理し、または過去に算出した車間時間および車両速度を管理しており、管理し
ている情報は通信部１２から中央管理サーバ２に送信される。なお、通信部１２から中央
管理サーバ２に情報を送信する周期は、例えば１００ｍｓ、１分、または数分等、予め定
められた周期であってもよい。また、通信部１２は、中央管理サーバ２からの要求に応じ
て情報を送信するようにしてもよい。
【００２６】
　中央管理サーバ２は、複数の路側センサ１から受信した走行車両情報等に基づいて、道
路における予め定められた地点または予め定められた区間の交通量、交通密度、平均走行
速度、平均車間距離、平均交通密度、平均車頭時間、および平均車間時間を算出する。ま
た、算出した各情報に基づいて、走行速度の分布、車間距離の分布、車間時間の分布、お
よび交通密度の分布を作成して蓄積する。中央管理サーバ２は、計算機サーバであり、複
数の路側センサ１を管理している。
【００２７】
　以下では、交通量、交通密度、平均速度、平均車間距離、平均交通密度、平均車頭時間
、走行速度の分布、車間距離の分布、および交通密度の分布を総称して統計交通情報とい
う。なお、統計交通情報は、上記の各情報に限るものではなく、他の情報を含んでもよい
。
【００２８】
　中央管理サーバ２は、情報処理部２０と、情報格納部２１と、通信部２２とを備えてい
る。
【００２９】
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　情報処理部２０は、路側センサ１で算出された速度および車間時間に基づいて、車間距
離および車頭時間を算出し、予め定められた時間内における平均走行速度、平均車間時間
、平均車間距離、および平均車頭時間を算出する。なお、情報処理部２０は、一の路側セ
ンサ１ごとに上記の処理を行ってもよく、予め定められた区間内に設置された複数の路側
センサ１ごとに上記の処理を行ってもよい。ここで、予め定められた時間とは、例えば１
分間、１時間、２４時間、１月間、１年間等が挙げられるが、これらに限るものではない
。また、予め定められた区間とは、例えば１００ｍ、１ｋｍ、１０ｋｍ等が挙げられるが
、これらに限るものではない。
【００３０】
　また、情報処理部２０は、予め定められた時間内における走行速度の分布、車間距離の
分布、および車間時間の分布を作成する。なお、情報処理部２０は、複数の路側センサ１
から受信した走行車両情報等に基づいて、路側通信機３の設置位置における分布を予測し
てもよい。ここで、分布とは、予め定められた範囲を有するヒストグラムであってもよく
、時系列に対する実測値の推移であってもよいが、これらに限るものではない。
【００３１】
　情報格納部２１は、路側センサ１から受信した走行車両情報等、および情報処理部２０
で算出された統計交通情報を格納する。また、情報格納部２１は、路側センサ１の設置位
置、設置されている区間、および識別子等の情報を管理し、路側通信機３の設置位置、設
置されている区間、および識別子等の情報を管理し、道路の合流地点および分流地点を含
む道路の形状に関する情報を管理している。
【００３２】
　通信部２２は、路側センサ１から送信された走行車両情報等を受信し、情報処理部２０
で算出された統計交通情報を路側通信機３に送信し、情報格納部２１に格納されている走
行車両情報および統計交通情報等を路側通信機３に送信する。なお、通信部２２は、路側
通信機３の識別子および設置位置と、路側センサ１の識別子および設置位置とを考慮して
、路側通信機３の設置位置よりも手前（車両の進行方向の上流側）の区間における交通統
計情報を路側通信機３に送信してもよく、路側通信機３の設置位置の前後の区間における
交通統計情報を路側通信機３に送信してもよい。
【００３３】
　路側センサ１の通信部１２、中央管理サーバ２の通信部２２、および路側通信機３の通
信部３０（後述する）の各々は、イーサネット（登録商標）または光ファイバ等の有線で
通信可能に接続されてもよく、ＬＴＥ（Long Term Evolution）またはＷｉＦｉ等の無線
で通信可能に接続されてもよいが、これらに限るものではない。
【００３４】
　路側通信機３において、通信部３０は、中央管理サーバ２から受信した予め定められた
道路における統計交通情報を車両４に送信する。また、通信部３０は、車両４から車両情
報を受信し、当該車両情報を中央管理サーバ２に送信する。ここで、車両情報は、車両の
識別子、位置、速度、加速度、ドライバー特性、運転モード、および運転制御パラメータ
等を含むが、これらの情報に限るものではない。なお、路側通信機３および中央管理サー
バ２は、一体化（共通化）することによって実現してもよい。また、路側通信機３は、中
央管理サーバ２から受信した情報と、路側通信機３の設置位置とを考慮して、車両４に送
信する統計交通情報に含まれる各情報を取捨選択してもよい。
【００３５】
　なお、路側通信機３と車両４との間における通信媒体としては、ＤＳＲＣ（Dedicated 
Short Range Communication）通信機、ＷｉＦｉ、ＬＴＥ等が挙げられるが、これに限る
ものではない。
【００３６】
　本実施の形態による車両４は、合流地点において道路の本線を走行する車両、および合
流地点において道路の本線に合流する車両のことをいう。また、車両４は、自動運転シス
テムによって自律的に走行する車両、運転者によって手動で運転される車両、または自動
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運転システムによってアクセル、ブレーキ、およびハンドル等の一部の運転操作のみ自律
的に制御される車両を含むが、これに限るものではない。
【００３７】
　車両４は、路側通信機３から受信した統計交通情報に基づいて、運転モードの判断、自
動運転モード時における運転制御パラメータの設定、合流するか否かの判断、合流時の速
度の判断、および合流するタイミングの判断等を行う。なお、以下では、説明の主体とな
る車両（車両４Ｂ）を自車両といい、自車両以外の車両（車両４Ａ，４Ｃ）を他車両とい
う。また、特に自車両周辺に存在する他車両のことを周辺車両という場合がある。また、
自車両と他車両との区別がない場合は、単に車両４という。
【００３８】
　車両４は、カメラまたはミリ波などのセンサを搭載しており、当該センサを用いて自律
的に走行する自動運転を行うことができる。また、車両４は、路側通信機３から受信した
情報に基づいて、自動運転による合流を行い、または自動運転を解除して運転者に対して
手動で運転する旨の通知を行う。また、車両４は、自車両の速度、位置、および識別子等
を含む車両情報を路側通信機３に送信する。
【００３９】
　車両４は、通信部４０と、周辺検出部４１と、車両情報取得部４２と、周辺環境認識部
４３と、運転モード判断部４４と、車両行動判断部４５と、車両制御部４６と、通知部４
７とを備えている。
【００４０】
　通信部４０は、路側通信機３から統計交通情報を受信し、車両４の位置、速度、および
識別子等を含む車両情報を路側通信機３に送信する。なお、通信部４０は、自車両の周辺
を走行する周辺車両と直接通信して、互いの位置、速度、および識別子等を送受信しても
よい。また、通信部４０は、無線通信を行い、車両専用のＤＳＲＣまたは８０２．１１ｐ
等の通信媒体を利用してもよく、ＬＴＥまたはＷｉＦｉ等の通信媒体を利用してもよい。
このように、通信部４０は、自車両が走行する道路上の自車両周辺の地点における車両の
平均速度、平均車頭時間、平均車間距離、および交通密度を含む統計交通情報を取得する
統計交通情報取得部としての機能を有する。
【００４１】
　周辺検出部４１は、カメラ、ミリ波、またはレーザレーダ等のセンサであり、自車両の
周辺を走行する周辺車両、道路の白線、自車両の周辺に存在する壁または障害物等を検出
する。また、周辺検出部４１は、周辺車両または障害物との相対距離、相対速度、相対位
置も検出し、検出した各情報は検出情報として周辺環境認識部４３に出力する。
【００４２】
　車両情報取得部４２は、自車両の位置、速度、および識別子等を含む車両情報を取得す
る。例えば、自車両の位置はＧＰＳ（Global Positioning System）によって取得し、自
車両の速度は速度センサによって取得する。
【００４３】
　周辺環境認識部４３は、周辺検出部４１で検出された周辺車両または障害物等の情報と
、通信部４０が周辺車両と通信した場合における当該周辺車両から受信した周辺車両の情
報と、予め内部で管理している地図情報等に基づいて、自車両が走行可能な領域（走行可
能領域）を認識する。また、周辺環境認識部４３は、走行可能領域の情報、周辺検出部４
１で検出された情報、および通信部４０が受信した情報を運転モード判断部４４および車
両行動判断部４５に出力する。なお、地図情報は、車両４が保持していてもよく、外部か
ら取得するようにしてもよい。
【００４４】
　運転モード判断部４４は、周辺環境認識部４３で認識された走行可能領域と、通信部４
０が路側通信機３から受信した統計交通情報とに基づいて、自車両の本線への合流または
車線変更の可否を判断する。また、運転モード判断部４４は、自車両の前方および後方の
交通情報、および走行中の道路属性等に基づいて、自動運転モードまたは手動運転モード
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のいずれかの運転モードへの切り替え、自動運転モード時における走行速度および車間距
離等の運転制御パラメータの設定を行う。ここで、運転制御パラメータとしては、自動運
転モード時に制御される目標速度、目標車間距離、目標車頭時間、ギア、最高速度、加減
速度等が挙げられるが、これらに限るものではない。また、自動運転モードとは自車両の
走行を自動的に制御する運転モードのことをいい、手動運転モードとは自車両の走行を運
転者が手動で制御する運転モードのことをいう。
【００４５】
　運転モード判断部４４は、自車両の本線への合流または車線変更が可能と判断した場合
は、車両行動判断部４５に対して合流または車線変更の計画を作成するよう依頼する。一
方、運転モード判断部４４は、自車両の本線への合流または車線変更が不可能と判断した
場合は、運転者が自ら運転するように通知部４７を介して通知する。また、運転モード判
断部４４は、合流または車線変更する際に、周辺検出部４１で検出された自車両の前後に
存在する周辺車両との相対距離および相対速度に基づいて合流または車線変更の可否を判
断する。
【００４６】
　車両行動判断部４５は、周辺環境認識部４３で認識された情報に基づいて、自車両が自
律的に走行する経路を判断し、または緊急的に停止する判断を行う。また、車両行動判断
部４５は、運転モード判断部４４が自動運転モードで合流または車線変更すると判断した
場合において、合流または車線変更を行う際の走行経路および走行速度を計画し、運転モ
ード判断部４４で設定された運転制御パラメータで走行するように制御する。車両行動判
断部４５で計画された走行経路および走行速度（走行計画）は、車両制御部４６に出力さ
れる。
【００４７】
　車両制御部４６は、車両行動判断部４５から入力された走行計画に基づいて、車両４の
アクセル、ステアリング、ブレーキ、およびギア等を制御する。すなわち、車両制御部４
６は、運転モード判断部４４で設定された運転制御パラメータに基づいて、自車両の走行
を制御する車両走行制御部としての機能を有している。また、車両制御部４６は、運転者
が自ら運転する旨を運転モード判断部４４が要求している（運転者に対して操作委譲を要
求している）場合において、予め定められた時間内に運転者が操作しなければ、車両４を
停止するように制御する。
【００４８】
　通知部４７は、運転モード判断部４４で判断された運転モードと、合流または車線変更
の可否とに基づいて、運転者に対して音声、画像、振動等によって通知する。ここで、通
知方法は、音声、画像、振動に限らず、シートベルトの締め付け、ハンドルの振動、座席
の振動等であってもよい。
【００４９】
　図２は、運転支援装置におけるソフトウェア機能に対応するハードウェア構成の一例を
示す図である。
【００５０】
　路側センサ１において、車間時間算出部１０、車両速度算出部１１、および通信部１２
の各々は、例えば図２のプロセッサ５がメモリ６等に記憶されたプログラムを実行するこ
とにより、当該プロセッサ５の機能として実現される。ただし、これらは、例えば複数の
プロセッサ５が連携して実現されてもよい。
【００５１】
　中央管理サーバ２において、情報処理部２０および通信部２２の各々は、例えば図２の
プロセッサ５がメモリ６等に記憶されたプログラムを実行することにより、当該プロセッ
サ５の機能として実現される。ただし、これらは、例えば複数のプロセッサ５が連携して
実現されてもよい。
【００５２】
　路側通信機３において、通信部３０は、例えば図２のプロセッサ５がメモリ６等に記憶
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されたプログラムを実行することにより、当該プロセッサ５の機能として実現される。た
だし、これらは、例えば複数のプロセッサ５が連携して実現されてもよい。
【００５３】
　車両４において、通信部４０、周辺検出部４１、車両情報取得部４２、周辺環境認識部
４３、運転モード判断部４４、車両行動判断部４５、および車両制御部４６の各々は、例
えば図２のプロセッサ５がメモリ６等に記憶されたプログラムを実行することにより、当
該プロセッサ５の機能として実現される。ただし、これらは、例えば複数のプロセッサ５
が連携して実現されてもよい。
【００５４】
　＜動作＞
　本実施の形態による運転支援装置の全体的な動作について、図３～６を用いて説明する
。なお、図３では路側センサ１Ａ～１Ｆ、図４～６では路側センサ１Ａ，１Ｂを示してい
るが、これに限るものではなく、自車両の前方および後方に設置された複数の路側センサ
１で検出して算出された情報を扱う。
【００５５】
　図３～６に示すように、道路上に設置される複数の路側センサ１は、道路を走行する車
両４（図３では車両４Ａ，４Ｂ、図４～６では車両４Ａ）の速度、車間距離、車頭時間、
車両４の存在の有無等を車線ごとに検出して算出する。そして、路側センサ１は、算出し
た走行車両情報等を中央管理サーバ２に送信する。
【００５６】
　中央管理サーバ２は、複数の路側センサ１から収集した走行車両情報について、車線ご
と、または道路ごとに統計処理を行い、予め定められた区間における平均速度、平均交通
密度、平均交通量、およびこれらの分布を含む統計交通情報を算出する。そして、中央管
理サーバ２は、算出した統計交通情報を、路側通信機３を介して車両４に送信する。
【００５７】
　車両４は、自車両の位置の前方または後方の区間における平均速度、平均交通密度、お
よび平均交通量を受信して交通状況を予測し、当該予測に基づいて、運転モードの切り替
えの判断、または自動運転モード時の運転制御パラメータの設定を行う。また、車両４は
、運転モードの情報を車両行動判断部４５または通知部４７に出力する。
【００５８】
　次に、各交通状況に応じた運転支援装置の動作について説明する。
【００５９】
　図３は、車両４Ｂが、車両４Ａが走行している車線に車線変更する場合における運転支
援装置の動作の一例を示す図である。
【００６０】
　図３に示すように、車両４Ａおよび車両４Ｂは、各車両４Ａ，４Ｂの前方および後方の
統計交通情報を路側通信機３から受信しながら、互いに隣接する車線を走行している。そ
して、各車両４Ａ，４Ｂは、自車両周辺の地点における平均速度、平均交通密度、及び平
均交通量に基づいて、運転モードの切り替え、または運転制御パラメータの設定を行う。
【００６１】
　図４は、道路の本線が自由流である場合における運転支援装置の動作の一例を示す図で
ある。図５は、道路の本線が飽和交通流の場合における運転支援装置の動作の一例を示す
図である。図６は、道路の本線が渋滞流の場合における運転支援装置の動作の一例を示す
図である。なお、図４～６において、車両４Ａは道路の本線を走行し、車両４Ｂは本線に
合流しようとしているものとする。
【００６２】
　図４～６に示すように、中央管理サーバ２は、路側センサ１Ａ，１Ｂで検出し算出され
た走行車両情報に基づいて、合流地点の後方（下流）における統計交通情報を算出し、路
側通信機３を介して車両４Ｂに送信する。車両４Ｂは、路側通信機３から受信した統計交
通情報に基づいて、運転モードの切り替え、または運転制御パラメータの設定を行い、道
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路の本線への合流を行う。
【００６３】
　図４において、車両４Ｂは、路側通信機３から受信した統計交通情報に基づいて、本線
が自由流であると判断する。そして、車両４Ｂは、運転モードを自由流に対応する自動運
転モードに設定し、統計交通情報に基づいて運転制御パラメータを設定する（ｔ＝Ｔ１）
。次に、車両４Ｂは、本線における合流地点に最も近い車線の平均速度となるまで加速し
（ｔ＝Ｔ２）、合流区間において周辺検出部４１の検出結果に基づいて本線における合流
地点に最も近い車線を走行する周辺車両との相対距離が予め定められた距離以上確保する
ことができれば合流を行う（ｔ＝Ｔ３）。このとき、本線を走行する周辺車両との相対距
離が近い場合は合流せず、当該周辺車両が合流地点を通過した後に合流する。
【００６４】
　図５において、車両４Ｂは、路側通信機３から受信した統計交通情報に基づいて、本線
の交通量が比較的多く、かつ本線の合流地点における平均速度が速い飽和交通流であると
判断する。そして、車両４Ｂは、運転モードをやや混雑した交通量に対応する手動運転モ
ードに設定し（ｔ＝Ｔ１）、その旨を運転者に通知部４７で通知する（ｔ＝Ｔ２）。なお
、合流区間において運転者が運転操作を行わない場合は停止する（ｔ＝Ｔ３）。
【００６５】
　図６において、車両４Ｂは、路側通信機３から受信した統計交通情報に基づいて、本線
が渋滞している渋滞流であると判断する。そして、車両４Ｂは、運転モードを渋滞流に対
応する自動運転モードに設定し、統計交通情報に基づいて運転制御パラメータを設定する
（ｔ＝Ｔ１）。次に、車両４Ｂは、加速せずに合流区間まで走行する（ｔ＝Ｔ２）。合流
区間において低速走行しながら合流させてくれる他車両を待ち、合流させてくれる他車両
があった場合は、周辺検出部４１の検出結果に基づいて他車両（周辺車両）との相対距離
が予め定められて距離以上であり、かつ周辺車両との相対位置が接近していなければ合流
する。
【００６６】
　上記より、図４～６における車両４Ｂは、本線の交通状況（統計交通情報）に基づいて
、運転モードの判断を行い、また運転制御パラメータの設定を行う。すなわち、車両４Ｂ
は、本線の交通状況に応じた運転モードで走行（合流または車線変更）することができる
。
【００６７】
　次に、中央管理サーバ２の動作について説明する。
【００６８】
　図７は、中央管理サーバ２における情報処理の一例を示す図である。
【００６９】
　中央管理サーバ２の情報処理部２０は、道路に設置された複数の路側センサ１の識別子
および設置位置を管理しており、路側センサ１から受信した車両の存在の有無、車速Ｖ、
車頭時間ｈに基づいて、平均速度Ｖ＿ａｖｅ、平均車頭時間ｔ＿ａｖｅ、平均交通密度ｑ
＿ａｖｅ、平均交通量Ｑ＿ａｖｅ、平均交通量率ｑ＿ａｖｅを算出する。
【００７０】
　なお、平均交通密度は、路側センサ１の設置位置において測定時間内に存在する車両台
数に基づいて算出してもよく、予め定められた区間内に存在する車両台数に基づいて算出
してもよい。
【００７１】
　また、路側センサ１の設置位置に基づいて、予め定められた位置または区間における平
均速度、交通密度、および交通量を予測してもよい。また、前方（下流）および後方（上
流）に設置された路側センサ１で検出された各値に基づいて、車両４の速度、交通密度、
および交通量を関数として算出して、予め定められた位置における速度、交通密度、およ
び交通量を算出してもよい。
【００７２】
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　図７の例では、情報処理部２０は、路側センサ１における時系列に対する車速および車
頭時間の値に基づいて、平均値以外にも、２つの路側センサ１の値から２次関数として算
出してもよく、３つ以上の路側センサ１の値から２次関数または３次関数として算出して
もよい。関数として算出することによって、予め定められて位置における値の演算を容易
にすることができる。なお、図７の縦軸は、平均速度、交通密度、または交通量のいずれ
であってもよい。
【００７３】
　次に、車両４の動作について、図８～２０を用いて説明する。
【００７４】
　車両４は、周辺検出部４１、および通信部４０による周辺車両との通信に基づいて、自
律的に走行可能な領域（走行可能領域）を判断しながら走行する。また、車両４は、中央
管理サーバ２から受信した統計交通情報に基づいて、運転モードの切り替え、自動運転モ
ードを複数段階に切り替え、自動運転モード時の運転制御パラメータの設定を行う。
【００７５】
　具体的には、車両４は、合流地点または車線変更地点の前方の数か所における統計交通
情報と、後方の数か所における統計交通情報との違い、または車線ごとの統計交通情報の
違いに基づいて、運転モードの判断または運転制御パラメータの設定を行う。
【００７６】
　図８，９は、自車両が走行している地点の前後に設置された路側センサ１で算出された
走行車両情報に基づいて、自車両の運転制御パラメータに含まれる走行速度Ｖ、車間距離
、および車頭時間を設定する場合の一例を示している。
【００７７】
　図８，９では、自車両の位置に対する、中央管理サーバ２で算出された平均速度、平均
車間距離、および平均車頭時間の関係を示している。特に、図８では、自車両が現在走行
している位置よりも前方地点および後方地点の２箇所を考慮した例を示している。また、
図９では、自車両が現在走行している位置よりも前方地点および後方地点における複数個
所を考慮した例を示している。
【００７８】
　図８，９に示すように、前方地点および後方地点における速度、車間距離、および車頭
時間と、自車両で設定した運転制御パラメータに含まれる走行速度、車間距離、および車
頭時間とを比較し、両者の差分に応じて運転制御パラメータを設定（変更）する。なお、
運転制御パラメータは、前方地点と後方地点との大小関係に基づいて設定してもよく、前
方地点と後方地点との中間値または近似値を採用してもよく、これらに限るものではない
。また、運転制御パラメータを設定するタイミングは、周期的に判断してもよく、路側通
信機３から統計交通情報を受信するたびに判断してもよく、任意のタイミングで判断して
もよい。
【００７９】
　図８，９において、例えば、前方地点における平均車間距離が自車両よりも大きく、か
つ後方地点における平均車間距離が自車両と同程度である場合は、運転制御パラメータの
車間距離を少し大きい値に設定する。ただし、自車両が自動運転モードである場合におい
て、基本的に安全を確保する走行となるため、例えば運転制御パラメータとして設定しよ
うとする値が法定速度以上または平均車間距離よりも短すぎる場合は、その値は運転制御
パラメータとして設定せずに、予め設定しておいた最小値および最大値の範囲内の値で設
定する。
【００８０】
　なお、図８，９では、前方および後方における速度、車間距離、および車頭時間の値が
、自車両と同程度の値、大きい値（＋）、小さい値（－）の３つに分類した例を示してい
るが、これに限るものではなく、より詳細に分類してもよい。
【００８１】
　図１０は、各自動運転モードと速度、車間距離、および車頭時間との関係の一例を示す
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図である。なお、車両４は、通常、周辺車両の影響を受けずに走行する自由走行、および
前方車両（先行車両）に追従して走行する追従走行を行う通常モードの場合において、デ
フォルトの速度（Ｖ＿ｄｅｆａｕｌｔ）、車間距離（Ｄ＿ｄｅｆａｕｌｔ）、および車頭
時間（Ｔ＿ｄｅｆａｕｌｔ）に従って走行することを基本としている。
【００８２】
　図１０では、交通状況が「渋滞」、「混雑」、「少し混雑」、および「空いている」と
判断できる各モード（モードＡ～Ｄ）と、交通状況に応じて動的に対応することができる
「交通適応」のモード（モードＥ）との５つのモードを示している。
【００８３】
　各モードにおいて設定する速度、車間距離、および車頭時間は、デフォルトの速度（Ｖ
＿ｄｅｆａｕｌｔ）、車間距離（Ｄ＿ｄｅｆａｕｌｔ）、および車頭時間（Ｔ＿ｄｅｆａ
ｕｌｔ）を基準として、交通状況に応じて各パラメータを増減させる。速度については、
追従走行するため、例えば、前方の車両の速度（Ｖ＿ｆｒｏｎｔ）に合わせる、または平
均速度（Ｖ＿ａｖｅ）に合わせる。車間距離については、例えば、混雑時には狭くし、自
由走行時には広くし、または平均車間距離（Ｄ＿ａｖｅ）に合わせる。なお、モードＥの
場合は、前方および後方における各値に基づいて、動的に設定してもよい。
【００８４】
　なお、図１０では、５つのモードを定義しているが、モードをさらに細分化して定義し
てもよく、複数のモードを包含した数モードを定義してもよく、これらに限るものではな
い。また、図１０では、渋滞、混雑等の抽象的な表現をしているが、具体的な交通量Ｑ、
速度Ｖ、および交通密度ｋで表現してもよい。
【００８５】
　図１１は、各自動運転モードと相対速度および相対距離との関係の一例を示す図である
。図１１に示す相対速度および相対距離は、合流または車線変更の判断に用いられる。な
お、図１１に示す各モードは、図１０に示す各モードと同様である。
【００８６】
　図１１に示すように、各モードで設定される相対速度および相対距離は、デフォルトの
相対速度（＜Ｖｔｈ）、デフォルトの前方車両との相対距離（Ｄｆ＿ｄｅｆａｕｌｔ）、
およびデフォルトの後方車両との相対距離（Ｄｂ＿ｄｅｆａｕｌｔ）を基準として、交通
状況に応じて各パラメータを増減させる。
【００８７】
　図１２は、交通密度と平均速度との関係の一例を示す図である。図１３は、交通量と平
均速度との関係の一例を示す図である。
【００８８】
　例えば、図１２において、交通密度が低く平均速度が速い場合は、速度および車間距離
を広めにしたモードＤとする。また、交通密度が大きく平均速度が遅い場合は、モードＡ
とする。
【００８９】
　車線ごとの統計交通情報の違いについては、車両４が合流する場合には、合流する車線
の統計交通情報に重みづけを行い、運転モードの判断または運転制御パラメータの設定を
行う。また、車両４が車線変更する場合には、変更先となる車線の統計交通情報に重みづ
けを行い、運転モードの判断または運転制御パラメータの設定を行う。
【００９０】
　また、車両４は、前方地点と後方地点との間で統計交通情報の差分が大きい場合には、
交通状況を予測して運転モードの判断および運転制御パラメータの設定を行う。例えば、
自車両の前方が空いていて後方が混んでいる場合において、合流地点は混在していると予
測して、後方の統計交通情報に合わせた運転モードの判断および運転制御パラメータの設
定を行う。一方、自車両の前方が混んでいて後方が空いている場合において、前方から混
雑が始まっていると予測して、前方の統計交通情報と後方の統計交通情報との中間値に合
わせた運転モードの判断および運転制御パラメータの設定を行う。これにより、前方およ
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び後方の交通状況を考慮した運転モードの判断および運転制御パラメータの設定を行うこ
とができる。
【００９１】
　また、車両４は、路側通信機３から受信した統計交通情報に分布に関する情報が含まれ
ている場合は、予め定められた地点における速度または車頭時間を算出することができる
ため、合流地点までの位置関係および距離に基づいて、合流地点における速度または車頭
時間の変化を予測することができる。
【００９２】
　また、交通密度が高くなる、または交通量が多くなると渋滞状況となるため、合流また
は車線変更を行うためには、周辺車両が合流または車線変更させてくれる意志があるか否
か等を考慮して走行する必要がある。このような場合は、車間距離および車頭時間を短く
設定して走行し、合流または車線変更を行う意志を示すウィンカー表示を行い、周辺車両
との相対距離および相対速度に基づいてゆっくりと合流または車線変更を行うように設定
する。または、手動運転モードにして運転者が手動で運転するように運転者に対して通知
する。
【００９３】
　図１４～１６は、予め定められた地点における車間距離の分布の一例を示す図である。
図１４は、車間距離が狭い車両４の台数が多い場合を示している。図１５は、車間距離が
広い車両４の台数が多い場合を示している。図１６は、車間距離が狭い車両４の台数と車
間距離が広い車両４の台数とが同程度である場合を示している。なお、図１４と図１６、
および図１５と図１６において、平均車間距離は同じであるものとする。また、図１７は
、前方車両および後方車両との車間距離の関係と、図１４～１６に示す車間距離の分布と
の関係の一例を示す図である。
【００９４】
　車両４の運転モード判断部４４は、当該車両４から最も近い路側センサ１で算出された
走行車両情報に基づいて算出された統計交通情報に含まれる車間距離の分布が、図１４～
１６のいずれかである場合において、合流区間で周辺検出部４１が検出した前方車両およ
び後方車両との相対距離と、統計交通情報に含まれる車間距離の分布とを比較する。そし
て、前方車両との相対距離、後方車両との相対距離、および平均車間距離に基づいて、前
方車両と後方車両との間に入るか、後方車両の後ろに入るかの判断を行い、運転モードの
判断を行う。
【００９５】
　図１７に示すように、例えば、前方車両との車間距離が、後方車両との車間距離よりも
大きい場合において、図１４に示す分布では車間距離が狭い確率が高いため、後方車両が
通過した後に合流または車線変更を行う。
【００９６】
　なお、図１４～１６は、車間距離の分布の一例を示したものであり、平均車間距離も考
慮してより詳細に判断してもよく、これらに限るものではない。また、図１４～１６では
、車間距離の分布の一例を示しているが、速度の分布、車頭時間の分布、または交通密度
の分布等を利用して、上記と同様に合流および車線変更の判断を行ってもよい。
【００９７】
　図１８は、合流時に存在する前後の車両との位置関係の一例を示す図である。
【００９８】
　図１８に示すように、車両４Ｂは、周辺検出部４１によって、合流しようとする本線の
車線を走行する前方車両４Ｃとの相対距離Ｄｆおよび相対速度Ｖｆと、後方車両４Ａとの
相対距離Ｄｒおよび相対速度Ｖｒを算出する。
【００９９】
　なお、図１８では、車両４Ｂの前方端部を起点として前方車両４Ｃとの相対距離Ｄｆを
算出し、車両４Ｂの後方端部を起点として後方車両４Ａとの相対距離Ｄｒを算出している
が、これに限るものではない。相対距離を算出する際の起点は、例えば車両４Ｂの中心で
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あってもよい。
【０１００】
　図１９は、平均車間距離および相対距離を用いて運転モードを判断する一例を示す図で
ある。具体的には、自車両が合流または車線変更するときに、合流先の本線または変更先
の車線に前方車両および後方車両が存在する場合において、周辺検出部４１で検出して算
出された前方車両および後方車両との相対距離Ｄｆ，Ｄｒと、中央管理サーバ２から受信
した平均車間距離Ｄ＿ａｖｅとの大小関係に応じて運転モードを切り替える一例を示して
いる。
【０１０１】
　図１９において、（１）～（３）は自動運転モードで走行し、（４）は手動運転モード
で走行する例を示している。
【０１０２】
　例えば、（１）では、自車両と前方車両および後方車両との相対距離Ｄｆ，Ｄｒが、平
均車間距離Ｄ＿ａｖｅ以上であるため、自車両は平均速度Ｖ＿ａｖｅで走行しながら合流
または車線変更する。
【０１０３】
　（２）では、自車両と前方車両との相対距離Ｄｆが平均車間距離Ｄ＿ａｖｅ以下である
が、自車両と後方車両との相対距離Ｄｒが平均車間距離Ｄ＿ａｖｅ以上である（後方車両
との車間距離が十分ある）ため、自車両は平均速度Ｖ＿ａｖｅで走行しながら合流または
車線変更する。このとき、自車両は、前方車両と同じ速度で走行しながら合流または車線
変更してもよい。
【０１０４】
　（３）では、自車両と後方車両との相対距離Ｄｒが平均車間距離Ｄ＿ａｖｅ以下である
が、自車両と前方車両との相対距離Ｄｆが平均車間距離Ｄ＿ａｖｅ以上である（前方車両
との車間距離が十分ある）ため、自車両は後方車両の速度よりも速い平均速度Ｖ＿ａｖｅ
以上で走行しながら合流または車線変更する。ただし、自車両は、後方車両の速度が速い
場合は減速し、後方車両が通過した後（自車両よりも前に移動した後）に合流または車線
変更する。
【０１０５】
　（４）では、自車両と前方車両および後方車両との相対距離Ｄｆ，Ｄｒが平均車間距離
Ｄ＿ａｖｅ以下である（前方車両および後方車両との車間距離が十分に確保できない）た
め、手動運転モードに切り替える。または、自動運転モードで走行する場合は、平均速度
Ｖ＿ａｖｅ以下に減速して前方車両と同じ速度を維持し、前方車両と後方車両との中間地
点を走行するように合流または車線変更する。
【０１０６】
　図２０は、平均速度および相対速度を用いて運転モードを判断する一例を示す図である
。具体的には、自車両が合流または車線変更するときに、合流先の本線または変更先の車
線に前方車両および後方車両が存在する場合において、周辺検出部４１で検出して算出さ
れた前方車両および後方車両との相対速度Ｖｆ，Ｖｒと、中央管理サーバ２から受信した
平均速度Ｖ＿ａｖｅとの大小関係に応じて運転モードを切り替える一例を示している。
【０１０７】
　なお、図２０において、相対速度Ｖｆ，Ｖｒが平均速度Ｖ＿ａｖｅ以上の場合は自車両
と前方車両または後方車両とが離れていき、相対速度Ｖｆ，Ｖｒが平均速度Ｖ＿ａｖｅ以
下の場合は自車両と前方車両または後方車両とが近づいていることを示している。また、
自車両は、平均速度Ｖ＿ａｖｅを目標速度として加速または減速して走行しているものと
する。
【０１０８】
　図２０において、（１）～（３）は自動運転モードで走行し、（４）は手動運転モード
で走行する例を示している。
【０１０９】
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　例えば、（１）では、自車両と前方車両および後方車両とが離れていくため、自車両は
平均速度Ｖ＿ａｖｅで走行しながら合流または車線変更する。
【０１１０】
　（２）では、自車両と前方車両とが接近し、自車両と後方車両とが離れていくため、自
車両は後方車両との車間距離に関わらず、前方車両と同じ速度または平均速度Ｖ＿ａｖｅ
で走行しながら合流または車線変更する。
【０１１１】
　（３）では、自車両と前方車両とが離れ、自車両と後方車両とが接近するため、自車両
と後方車両との相対距離が平均車間距離よりも大きい場合は、自車両は平均速度Ｖ＿ａｖ
ｅ以下で走行しながら合流または車線変更する。一方、自車両と後方車両との相対距離が
平均車間距離よりも小さい場合は、自車両は平均速度Ｖ＿ａｖｅ以下に減速し、後方車両
が通過した後（自車両よりも前に移動した後）に合流または車線変更する。
【０１１２】
　（４）では、自車両と前方車両および後方車両とが接近してくるため、自動運転モード
での走行は困難であると判断して手動運転モードに切り替える。または、自動運転モード
が走行する場合は、自車両と後方車両との車間距離が予め定められた距離以上であるなら
ば、前方車両と同じ速度で走行しながら合流または車線変更する。
【０１１３】
　なお、図１９と図２０とは組み合わせてもよい。すなわち、図１９，２０に示す運転モ
ードの設定、車両の走行速度、および車間距離を組み合わせて動作させてもよい。また、
図１４～１７に示すように、自動運転モードをさらに細かく設定してもよい。
【０１１４】
　図１９，２０では、合流または車線変更するタイミングにおいて、周辺検出部４１で検
出して算出した相対距離または相対速度に応じて運転モードを切り替える例を示している
が、これに限るものではない。例えば、合流または車線変更しようとしている車両が走行
しながら周辺検出部４１で算出される相対距離または相対速度に対して、リアルタイムで
運転モードを切り替えるか否かの判断を行ってもよく、周期的に判断してもよい。
【０１１５】
　図１９，２０では、前方車両および後方車両を検出する場合について示しているが、こ
れに限るものではない。例えば、前方車両または後方車両のいずれか一方しか検出するこ
とができない場合は、検出した前方車両または後方車両のいずれか一方との相対距離また
は相対速度に基づいて運転モードを切り替えるか否かの判断を行ってもよい。
【０１１６】
　図１９，２０では、後方車両の通過後に合流または車線変更を行う場合について説明し
たが、これに限るものではない。交通密度が高い場合は、後方車両のさらに後方も混雑し
ている可能性が高いため、後方車両の通過を待たずに合流または車線変更してもよい。
【０１１７】
　図８～２０の各々を任意に組み合わせて動作させてもよく、図８～２０のうちの１つを
用いて動作させてもよい。また、図８～２０に示す値は一例であり、これに限定するもの
ではない。
【０１１８】
　図２１は、中央管理サーバ２の動作の一例を示すフローチャートである。なお、図２１
では、図３に示すシチュエーションを想定した場合を示している。
【０１１９】
　ステップＳ１０１において、通信部２２は、起動後、路側センサ１の通信部１２から走
行車両情報を受信したか否かの判断を行う。走行車両情報を受信した場合は、ステップＳ
１０２に移行する。一方、走行車両情報を受信していない場合は、走行車両情報を受信す
るまで待機する。
【０１２０】
　ステップＳ１０２において、通信部２２は、受信した走行車両情報を情報格納部２１に
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格納する。
【０１２１】
　ステップＳ１０３において、情報処理部２０は、予め定められた区間内または予め定め
られた時間内における平均速度、平均交通密度、および平均交通量を算出する。
【０１２２】
　ステップＳ１０４において、情報処理部２０は、予め定められた時間内における速度の
分布、交通密度の分布、および交通量の分布を算出する。
【０１２３】
　ステップＳ１０５において、情報処理部２０は、ステップＳ１０３にて算出した平均速
度、平均交通密度、および平均交通量と、ステップＳ１０４にて算出した速度の分布、交
通密度の分布、および交通量の分布とを統計交通情報として情報格納部２１に格納する。
【０１２４】
　ステップＳ１０６において、情報処理部２０は、算出した統計交通情報の対象となる予
め定められた区間内、およびその前後区間内に存在する路側通信機３に関する情報を情報
格納部２１から取得する。
【０１２５】
　ステップＳ１０７において、情報処理部２０は、特定した路側通信機３に対して統計交
通情報を送信する。その後、ステップＳ１０１に戻る。
【０１２６】
　なお、ステップＳ１０３およびステップＳ１０４では、予め定められた区間内または予
め定められた時間内としているが、これに限るものではない。例えば、全ての区間内、任
意の単位時間内であってもよい。
【０１２７】
　ステップＳ１０６では、予め定められた区間内、およびその前後区間内に存在する路側
通信機３に関する情報を取得しているが、これに限るものではない。例えば、通信部２２
から全ての路側通信機３に対して統計交通情報を送信し、路側通信機３側で関連する区間
の統計交通情報を取捨選択した後に車両４に送信してもよい。
【０１２８】
　図２２は、運転モード判断部４４の動作の一例を示すフローチャートである。
【０１２９】
　ステップＳ２０１において、運転モード判断部４４は、通信部４０経由で路側通信機３
から統計交通情報を受信したか否かの判断を行う。統計交通情報を受信した場合は、ステ
ップＳ２０２に移行する。一方、統計交通情報を受信していない場合は、統計交通情報を
受信するまで待機する。
【０１３０】
　ステップＳ２０２において、車両情報取得部４２は、自車両の現在の走行速度および現
在位置の情報を取得する。取得した走行速度および現在位置の情報は、運転モード判断部
４４に出力される。
【０１３１】
　ステップＳ２０３において、運転モード判断部４４は、路側通信機３から受信した統計
交通情報と、車両情報取得部４２から入力された現在位置の情報とに基づいて、路側通信
機３から受信した統計交通情報が前方または後方の何れの情報であるのかを識別する。
【０１３２】
　ステップＳ２０４において、運転モード判断部４４は、前方および後方の統計交通情報
に基づいて、現在位置または目標位置（合流または車線変更を行う位置）における運転制
御パラメータ（車速、車間距離、および車頭時間）を決定し、車線変更を行う際の基準と
なる相対距離および相対速度を算出する。
【０１３３】
　ステップＳ２０５において、運転モード判断部４４は、予め設定された経路に基づいて
、車両が合流するか否かの判断を行う。車両が合流する場合は、ステップＳ２０６に移行



(19) JP 2016-200931 A 2016.12.1

10

20

30

40

50

する。一方、車両が合流しない場合は、ステップＳ２０８に移行する。
【０１３４】
　ステップＳ２０６において、運転モード判断部４４は、統計交通情報に基づいて自動運
転モードでの合流が可能であるか否かの判断を行う。
【０１３５】
　ステップＳ２０７において、前方および後方の統計交通情報に基づいて、合流を行う際
の判断基準となる相対距離および相対速度を算出する。
【０１３６】
　ステップＳ２０８において、ステップＳ２０４にて算出した運転制御パラメータと、ス
テップＳ２０７にて算出した相対距離および相対速度とを車両行動判断部４５に通知する
。その後、ステップＳ２０１に戻る。
【０１３７】
　ステップＳ２０９において、通知部４７は、運転者に対して運転操作を行うように通知
する。その後、ステップＳ２０１に戻る。
【０１３８】
　なお、図２２において、図１９，２０に示すような、周辺検出部４１で検出して算出さ
れた前方車両および後方車両の各々との相対距離または相対速度に基づく運転モードの判
断処理を、ステップＳ２０８の前で行ってもよい。
【０１３９】
　以上のことから、本実施の形態によれば、低コストで適切な運転支援を行うことが可能
となる。具体的には、自車両周辺の交通状況を考慮して運転モードの切り替えを判断して
いるため、自動運転モードにおいて対応困難な状況になる前に手動運転モードに移行する
ことができ、自動運転モード時に対応できない状況において緊急停止または異常動作する
ことを回避することができる。
【０１４０】
　現在走行中の前方および後方の交通状況を考慮して、運転モードの判断に利用する速度
、車間距離、車頭時間、相対距離、相対速度等の情報を動的に切り替えることができるた
め、周辺の交通状況に応じた走行を行うことができ、運転者は違和感なく乗車することが
できる。
【０１４１】
　既存の車両感知器等を用いて周辺の交通状況を把握しているため、新たな路側センサ等
の設置は不要となる。
【０１４２】
　周辺の交通密度および平均速度を考慮して車間距離および速度を変更するため、自由に
走行可能な場合は安全性を高めた走行を行い、渋滞時には割込みを回避するなど、安全性
および快適性を高めることができる。
【０１４３】
　自動運転モードで走行する車両が合流または車線変更する場合において、周辺の交通状
況を考慮して合流または車線変更の判断に利用する相対速度および相対距離を変更してい
るため、自車両および周辺車両の運転者にとって違和感の少ない走行を実現することがで
きる。
【０１４４】
　交通状況に応じて運転制御パラメータを変更しているため、従来では合流または車線変
更ができない場合であっても、合流または車線変更ができる可能性を高めることができる
。
【０１４５】
　周辺検出部４１で検出される自車両の前後の車両との相対距離および相対速度と、路側
通信機３から受信した平均速度および平均車間距離とに基づいて合流または車線変更を行
うか否かの判断を行っているため、どの周辺車両の前後に合流または車線変更すればよい
のかを判断することができる。また、後方車両の通過を待った後に合流または車線変更が
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【０１４６】
　なお、本実施の形態では、中央管理サーバ２が統計交通情報を算出している場合につい
て説明したが、これに限るものではない。例えば、路側センサ１が統計交通情報を算出し
、算出した統計交通情報を蓄積および管理するようにしてもよい。
【０１４７】
　本実施の形態では、車両４において運転モードの判断および運転制御パラメータの設定
を行っているが、これに限るものではない。例えば、中央管理サーバ２において運転モー
ドの判断および運転制御パラメータの設定を行った上で、車両４に送信（配信）してもよ
い。また、車両間で運転モードおよび運転制御パラメータを共有して、周辺車両で設定さ
れた各情報の値を自車両に設定してもよい。
【０１４８】
　本実施の形態では、目標位置または自車両の前後における情報を利用する場合について
説明したが、これに限るものではない。例えば、自車両の前方または後方の情報のみを利
用してもよい。
【０１４９】
　なお、本発明は、その発明の範囲内において、実施の形態を適宜、変形、省略すること
が可能である。
【符号の説明】
【０１５０】
　１　路側センサ、２　中央管理サーバ、３　路側通信機、４　車両、５　プロセッサ、
６　メモリ、１０　車間時間算出部、１１　車両速度算出部、１２　通信部、２０　情報
処理部、２１　情報格納部、２２　通信部、３０　通信部、４０　通信部、４１　周辺検
出部、４２　車両情報取得部、４３　周辺環境認識部、４４　運転モード判断部、４５　
車両行動判断部、４６　車両制御部、４７　通知部。
【図１】

【図２】

【図３】
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